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共同（意志）決定に関する一考察

北 原 貞 輔

合理的意志決定の促進ないしは意志決定の質

の向上という意味から，また，組織体の主要構

成要素である一般従業員の人間回復や経営参加

などの面から， 最近， とくに共同（意志）決

定問題がさかんに論じられるようになってき

た。

これらのなかには，（1)主として委員会を対

象にしたグループ意志決定あるいは共同の決定

(group decision, group judgement) と呼

ばれるものや，（2) ドイツで大きな論議を起こ

している“一般従業員あるいはその代表が企業

の意志決定に参加する”という意味の共同決定

(Mitbestimmung)がある況

また，これまでの経営理論が，官僚主義的組

織理論を骨子とし，過度に経済・技術重視の立

場に立っていたため， それに対する行動科学

(behavioral science)的側面からの経営への

アプローチと解釈できるものも多く，これらの

なかには，一般従業員の“集団による意志決定”

を尊重する（3) リッカートらのいう集団意志決

定 (group decision) や，（4)マーチ・サイ

モンの共同決定 (jointdecision making)な

どがみられる 2)。

本稿では，上記のすべてに，共同による意志

決定という共通の性質がみられることから，こ

れらをまとめて共同決定 (groupdecision) 

と呼ぶことにした。しかし，ここでは主として

後者の立場（行動科学）に立ち，とくに一般従

業員が，日常業務において共同決定に加わり，

それを通じて経営に参加するという意味の共同

決定を取りあげ，組織における意志決定が組織

成員の情報結合にもとづくことを基礎に，それ

が参加感情をみたすためだけのものでなく，情

報の信頼性 (reliability) の面からも大きな特

徴をもつことを示す。そしてこれを単純共同決

定 (simplegroup decision)と連鎖的共同決

定 (connectedgroup decision) に分けて考

察する。とくに連鎖的共同決定は，垂直組織シ

ステムだけでなもあらゆる方向に成り立つ組

織システムに活用することができ叫 その導入

が，企業活動の有効性 (effectiveness)・能率

1) 高宮晋ほか〔27〕。
ドイツにおける共同決定には，企業の意志決定

過程への従業員代表の参画から，従業員の協力，
報告などを含むかなり広義の解釈までがみられ
る。小田章〔22〕。

2) R. Likert 〔⑲〕， J.G. March & H. A. 
Simon⑫O〕。
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3) システム (system)とは，“ある性質によって
関連づけられた要素 (element,成分 (compo-
nent)，部分 (part)）の集り”である。 A.D. 
Hall & R. E. Fagen (11〕，北原貞輔〔14〕，
第 1章。

このため組織も一種のシステムであるが，とく
に“有機的関係”をもつシステムを組織 (orga-
nization)ということが多い。経営問題では，こ

の有機的関係をさらに“人間の影響力の関係”と
みるのがもっとも妥当であろう。組織システムと
いう用語は，人間の影響力を重視して用いたもの
である。 R.L. Ackoff〔り， 〔2〕,p.11, F. 
A. Shull〔糾〕， p.8, C. I. Barna団〔5〕，北
原貞輔〔14〕，第4章などを参照のこと。

また，システムはいかなる視点に立って，ある

いはいかなる性質に注目して観察するかで異なっ

たシステムとなる（ー一部分に注意すること）。
役割や職位の関係だけを表わす組織図は，その意
味では組織構造の一断面を表わすにすぎない。
F. E. Kast & J. E. Rosenzweig (13〕，北原
貞輔 (14〕，第 1, 4章。
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性 (efficiency)4) に大きな効果をもつことが理 (information)だけである凡

解されるであろう。 また， 6, 7も行動結果を情報として受け入

1. 意志決定

すべての人間は， 環境 (environment) か

ら受け入れる物的・情報的インフ゜ット (ma-

terial and information input) を基礎に具

体的行動をとるものであるが， その行動結果

は，つぎの行動に際して考慮されるのが普通で

ある。人間の行動フ゜ロセスは， これを分析的に

表わせば以下の 7ステップに分けられる匹

A. 

B. 

c. 

1・ 環境の諸局面を知覚し

2. 個人特有の意味づけを行ない

3. 選択可能ないくつかの行動案に対

する価値判断をして

4. その 1つを選択し

{ 5. それにもとづく行動をとり

{6.行動結果を観察して

7. つぎの新しい行動案を選択する。

1は個人の知覚能力に左右され， 2,3, 4は，

そのなかに価値判断，代替案の選択というよう

に経験に基礎づけられた個人の意志が含まれて

いて，判断能カ・選択能力に依存する。そして

それらの結果が行動になって現われる。

ここに， 1 ～4のプロセスは 5にいう行動

とは異なり， 主として 5のための頭脳活動で

あって， それを外部から観察することはでき

ず， もちろん，そこには“物の流れ (material

flow)” もみられない。そこに流れるのは情報

4) 有効性は組織目的の達成度合いに対して使用さ
れ，能率は組織への貢献意欲の程度を表わすとき
に用いられる用語である。 C.I. Barnard〔切．

5) 北原貞輔〔15〕，〔且〕， 276ページ， J. A. 

Seiler (23〕。

れ， それを活用する情報処理のプロセスであ

る。そこでこれらのA, Cを行動と区別して，

とくに内的活動と呼ぶことにしておこう”。

ところが上に述べたCは，新しい行動に関し

ては明らかに A に相当するから， 前記の A→

B→Cのプロセスは

内的活動→行動→内的活動→

と表わすこともできる。

テーラーは，その著“科学的管理法”のなか

で，上記のプロセスを

計画→実行→修正（計画） →実行→

(plan) (do) (act) 

と表わし叫 サイモンは， AとCが個人の意志

決定にかかわることに注目して，これを

意志決定→行 動→意志決定→

(decision) (behaviour) (decision) 

と解釈した9)0 

これらの説明・表現の相違はともかく，それ

らを通じて，われわれは人間の行動がつねにそ

の背後に意志決定をもつことを知る。それはさ

らに言葉を代えていえば，意志決定の表面に現

われた結果が行動であるといってもよい。この

6) 情報とは，それを受理する人の“知識を増加さ

せうるような外部からの刺激または入力”であっ
て，物質やエネルギーを担荷体とする。このため

すべての情報がすべての人に同じように知覚され
るとはかぎらず，たとえ知覚されたとしても，人
によってその解釈は同じとはいえない。北原貞輔
〔且〕， 183ページ， I.G. Wilson & M. E. 

Wilson〔紹〕， p.22, N. Wiener〔認〕， N.M.
Amosov〔釘， pp.3,_,4。

7) 北原貞輔〔且〕， 62ページ。

一部の人，たとえば管理職にある人の場合は，
行動自体を情報活動とみなければならないことも
あるが，このときも上記のA→B→Cのプロセス

は同じように成り立ち，前記の説明に対応させて
考察することができる。

8) F. W. Taylor〔お〕。
9) H. H. Simon〔茄〕。
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頭脳 主として肉体
r----------7 r-----------7 
: ，:  I 

: I計画雄能 I; : (ii)． 環境への出力(ii)環境からの入力

（物質・情報） l 

I 
; L____:_;__ I.  

I情報の蓄積

l能カ・価値観・

l（感情などに集積）
I 

I 

1 -
I 

I 

L 
I 

-----------.J 
内的活動

I 

! (i) 
I 

lフィー・ドバック
I 
1 （情報）

-----------J  
行動

（物質・情報）

図 1 人間の行動（情報活動） （A, B, Cはp28のそれに対応する）

(i) 自己の行動（または情報活動）の連鎖となる。
(ii) 他の人との行動（または情報活動）の連鎖となる。

ため人間の行動プロセスは， 意志決定の連鎖

(chain)ないしは意志決定のサイクル (cycle)

と解釈することも可能である。

ところが前記のAとCの説明をふり返ってみ

ると，テーラーのいう計画と修正，あるいはサ

イモンの意志決定が，いずれも情報を基礎とす

る内的活動であることが知られるはずである。

したがって，意志決定の連鎖あるいは意志決定

のサイクルとは，情報の連鎖あるいは情報の結

合 (connection) といい代えることもできよ

う。

しかも，そのような人間はただ 1人で企業を

構成し，他との関連なしに行動するわけではな

も多数の人びととの協働活動を通じて企業

目的を達成する。 このためそこには複数の人

M1, Mゎ………の間に

意志決定 (M1)→意志決定 (M2)→……

という多数の人びとの意志決定の連鎖が現われ

る。ここにも前の場合と同じく，異なった個人

間ではあるが，情報の結合形態がみられる。

意志決定といえば，企業上層部における意志

決定を対象に論じられることが多い。しかし，

そこにおける意志決定は，変化・発展していく

政治・社会・経済・技術環境のなかにある企業

の方向づけを主対象にするものである 10)0 

厳密にいえば，意志決定とは，企業内のあら

ゆる部局に位置する職員が，その行動に先だっ

てとる内的活動内にみられる情報活動であっ

て，それは各人の能カ・価値観・感情・環境状

況などに影響されるものである。組織は人間の

影響力の関係のことをいい（脚注 3， 参照），

それを通じで情報が伝達されていく。したがっ

て，上記に関する認識を欠いては組織問題の本

質を解明することはできず，正しい意志決定を

期待することもできない（図 1参照）。

企業は，以上のような性質をもつ経営陣を含

む多数の従業員を主体的構成要素とし，購買シ

ステム，生産システム，販売システム，財務会

計システム，人事システムなど，きわめて多数

のサブシステムから構成される複雑な人間・機

械システム (man-machinesystem) であ

る。このため各サブシステムの合理的行動とそ

のための正しい意志決定を必要とすることは当

10) たとえば R.N. Anthony〔り。

- 29 -



経済学研究

然であるが，同時に，それら多数のサプシステ

ムが統合されて環境変化に適応していかなけれ

ば企業の生存はない。

企業上層部では，企業内部の各人・各サプシ

ステムの行動を正確に把握し，統合・調整して

いくことが必要になる。それは明らかに各人の

結合によって構成される各システムからえられ

る情報の適時・適切さを必要とするはずであ

る。そこには複雑な意志決定の連鎖， したがっ

て複雑な情報の結合がみられる。

以上を要約すれば，意志決定問題は

a.個人レベルでの意志決定

b.各種サブシステム・レベルでの意志決

定

C・統合システム・レベルでの意志決定

の3つのレベルについて考察すべきであるが，

とくに全体（統合システム）に関する正しい意

志決定は， a, bを通じて確保されるというこ

とである。

けれども組織システムはすべて個人を構成要

素とするから

a' 個人の意志決定をいかに尊重するか

b' それをいかにより正しいものにするか

c' 個人をいかに組織に適応させるか

d' 各サプシステム・統合システムはいか

にあるべきか

を考慮に含めるべきことは当然であろう。

以下では，まず，組織体における意志決定の

ためのもっとも基本的な各種システムと，それ

を通じた情報の信頼性について考察する。っ

づいて典型的なライン・スタッフ組織 (line-

staff organization) とそのもとでの意志決定

システムが，上記の a'-d'に関してかなりの

問題を含むことを指摘する。そのうえで共同決

定システムを各種組織システムと比較し，それ

第 47巻第 2.3号

がきわめて能率的・有効的意志決定システムで

あることを示し，新しい組織構造とそれへの導

入の方向をさぐることにする。

2. 意志決定の正確さと情報システムの

型 (1)

垂直組織 (verticalorganization)上の上

位者・下位者間の関係は明らかに 1つのシステ

ムである。そしてこの組織システムにそった下

位者から上位者への伝達情報の正確さは，その

システム上の各人の情報処理の正確さに依存

し，これが上位者の意志決定の正確さを左右す

る。

これら各人の情報処理の正確さは，入手した

情報をいかに解釈し，分析し，あるいはいかに

処理したか，それらの過程でいかなる過ちがあ

ったかなどによって決まるであろう。それは確

率的性格をもつものであって，確定的なものと

考えることはできない。この情報処理の正確さ

を，それを受理する側の立場からみて，あるい

は第三者的ないしは客観的にみて，とくに信頼

性 (reliability)と呼ぶことにする 11)0 

情報の信頼性は，受理される情報がどの程度

信頼できるか， その程度を“たしからしさ”,

つまり確率 (0-100彩）を用いて表わすのが

もっとも妥当であろう。上位者の意志決定の正

確さは，それまでに情報を処理したすべての下

位者の情報処理の信頼性に依存することにな

る。

11) 0. Lange〔訂〕，市橋英世〔認〕， 144ページ，
北原貞輔〔且〕， 97ページ。以下の確率計算は拙
著第6章参照のこと。信頼性は，工学的には機械
設備の故障率や残存確率を用いて表わされること
が多い。 S.R. Calabr゚〔6〕，邦訳7ページ，
H. Chestnut口〕， pp.270~，邦訳290ページ。
上記はこれを拡張解釈したものである。拙著，第
3章参照のこと。
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全く同じことが， 上位者から下位者への情

報伝達についても， また， 水平組織システム

(horizontal organization system) や斜め

方向の組織システム (obliqueorganization 

system) についても当てはまる。生産工程内

の工程間関係，生産部門と販売部門の関係など

は水平組織システムの例であり， 特定の職能

(function) に関し， 一般従業員が異なる部門

に所属する専門家の指示で行動するようなと

き，斜め方向の組織システムの例がみられる。

このようなシステムのなかで，情報処理者の

結びつきが直列連結 (serial connection) 

とみなせるような直列システム（例；図 2の

i)では丸連結される要素の情報処理がすべ

て正しい場合にだけシステムのアウトプット情

報は信頼できるものとなる。そのシステム内の

どこかに過ちがあれば，以後の情報処理はそれ

を基礎にするからである。

直列システムを通じてえられる情

命題 1. ｛報の信頼性は， システム構成要素

の信頼性の積となる。

企業内にみられる各種サブシステムは，すべ

て直列システムとはかぎらない。数人の部下を

もつ上司を例にとれば，そこには直列システム

としての性格を見いだすこともできるが， 同

時に並列システム (parallelsystem,例；図 2

のii) としての性格も含まれている。同一部門

内であるから，数人の部下が上司に対して同種

の問題に関する報告を必要とすることもありう

12) 現実には，いかなる企業構成員も，たんに 1つ
のシステムの構成要素として活動することはな
ぃ。このため他の公式・非公式の情報入力があっ
て，直列システムといっても純粋な直列システム
とはいえない。本小論では，以後のシステムにつ
いても，種々の組織システムの比較・考察という
意味から，他の情報入力はないとして簡略化して
いる。

るからである。

このようなとき，上司は部下の報告情報の正

誤について判別能力 (discriminatingability) 

をもつと仮定すれば，だれか 1人の情報が正し

ければ正しい情報をうることが可能になる。そ

れはいい代えれば，すべての部下が同時に過ち

をおかさなければよいということである。生産

工程内に多数の機械が設置され，それらが同一

製品を加工する場合や，販売部門が多数の販売

店をその管理下においているような場合も，情

報にもとづく指揮・管理という点では，上記に

類似の問題となる。

情報受理者に判別能力があると仮定できると

き

並列要素を通じてえられる情報の

信頼性は，各要素が過ちをおかす

命題 2. ［可能性 (100ー信頼性（%))の積

を100彩から引いた値で与えられ

る。

組織システムを構成する各要素（人間）の信

頼性は，通常， 80彩や 90鍬場合によっては

95形などの数値を仮定してもよかろう。 しか

し，いかなるシステム要素でも 100彩はありえ

ない。このため直列システムでは，連結される

要素数が多くなればなるほどその信頼性は低下

する。大規模組織で，最下層部の意志が最上層

部に伝わらないとか，最上層部の意志が下層部

に否んで伝達されるというようなとき，その理

由の 1つがここにある。

これに対して垂直組織内の並列システムでは

I なるべく多数の部下をもつ

II 1人でも信頼性の高い部下をもつ

ことがシステムの信頼性を高める要件となる。

しかもすべてが 1より小さい信頼性をもつ部

下の直列連結で成り立つ直列システムに対し，
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1人でも正しい情報をもてばそれが採択される

とする並列システムでは，後者の信頼性がより

高くなるのは当然であろう。

（並列システムを通じてえられる情

命題3． 報の信頼性は，直列システムのそ

れより高くなる。

近時，多くの企業で，組織の階層数を少なく

しようとする試みがなされているのは，たしか

にトップから最下層にいたる，あるいはその逆

方向への情報伝達時間の短縮問題からであろう

が，無意識ながらも，そのなかに情報の信頼性

に関する問題が含まれていることを見落しては

ならない。

また，いかなるシステムについてもそうであ

るが，並列システムでも，すべての部下の信頼

性を高めることができれば，それがもっとも好

ましいことは当然であろう 13)。しかし，その程

度が高くなればそれを期待ずることは容易では

ない。それにしても，上記の IとIlは

m 上司（情報受理者）は受理する情報の

の正誤に関して正しい判別能力をもっ

という前提条件をともなっていることを忘れて

はならない。これをあらためて並列条件と名づ

けておこう。

Iについては，いかに優れた上司でも直接に

指揮・管理する部下の数には能力的に限界があ

るため，好むと好まざるとにかかわらず，なん

らかの制約を加えざるをえないであろう。現代

組織理論にいう “管理巾の原則”iおまさにこ

れに関するものである。また， Ilについては，

たとえば部長であれば副部長をおくというよう

に， らんらかの処置がとられているのが現状で

13) さきのセクションの最後に述べた a'～d’， と
りわけ a'と C' はこのための基礎条件の 1つで
ある。

第 47巻第 2• 3号

あるが，必ずしも信頼性の向上を意識したうえ

での処置といえるかどうか，そこには疑問を抱

かざるをえない場合もある。

並列条件皿については，多くの人たちにそれ

は当然のことと解釈されているように思われ

る。技術がきわめて細分化されるとともに極度

に進歩し，社会がますます複雑・多様化するな

かにあって，この解釈・仮定が成り立つかどう

か， ここには考えるべききわめて重要な問題が

残されている。

3. 組織体における意志決定

3. 1． 情報システムの型 (2)

システム連結の基本型は直列連結と並列連結

である。けれども組織体を構成する人間のもつ

諸能力には限界があるため，前記した管理巾の

原則が重視されることになるが，そうであるこ

とから，現実の組織形態は，直列システム，並

列システムのいずれかだけで構成することはで

きず，それらの複雑な組合せになっている。

そのもっとも代表的なものは直列システムの

並列連結である。それは図 2のiiiに示すような

ものであるが，具体的には，たとえば数人の部

下をもつ何人かの係長を 1人の課長がまとめて

いる場合に相当する。 この形態（図 2の iiiの

例）では，係長への情報は直列システムを通じ

てえられるものと仮定されるが，課長への報告

情報は並列に連結された各係長からえられるこ

とになり，そこには前記した並列条件皿の仮定

が必要となる。

ところが命題3に示したように，並列システ

ムの信頼性は直列システムのそれより高い。こ

のため両者を結びつけてえられる直列システム

の並列連結では，その信頼性は直列システムの

それより良く，並列システムにはおよばない。
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應列システムの並列連結では，そ

命題4. ］の信頼性は直列システムと並列シ

ステムの中間の値となる。

組織体内における意志決定のいま 1つの重要

タイプとして，直列システムを通じてえられる

情報の反復 (repeat) 処理の採用を考えてお

く必要があろう。それは情報処理を担当するの

が人間であれば，反復することで過ちの発見・

修正を期待できるからであって，それだけ最終

情報の信頼性を高めることが可能になる。それ

は信頼性という面だけからすれば，情報受理者

が正誤の判別能力をもつとしたときの，反復数

に等しい数の直列システムを並列に連結した第

3タイプと同等である。

したがって， このタイプは組織形態という点

では直列システムの並列連結に含めてもよかろ

う。ただ意注すべきことは， このタイプが反復

ということで， フィードバック・プロセスを作

っていることに対する理解である。われわれ

は，さきに個人がA→ B→ Cのプロセスをとっ

て自己の行動を修正していくことを説明した

が，上記はシステムとして同様のプロセスをと

っていることに相当するからである。しかもこ

の性質は，直列システムにかぎらず，組織形態

の変更なしに，いかなるシステム，いかなる場

合にも活用可能な信頼性を高める最大方策の 1

つである。

命題 5.

反復操作は，反復数に相当する並

列連結と同等の意味をもち， ま

た，並列連結は，並列数に等しい

反復操作と同等の価値をもつ。

そこで， これまでに述べた 3つの情報伝達形

態を比較するため，同じく 4人の部下をもつ上

司を例に（図 2)，彼が受理する情報の信頼性

を計算した結果を図 3に示しておこう。ただ

し，部下の情報処理の信頼性はすべて等しいも

のと仮定した14)0 

3. 2． ライン・スタッフ組織

これまでに，意志決定にかかわる情報システ

ムの基本型と， もっとも簡単なそれらの組合せ

型について考察してきたが，組織体内の真の意

志決定は，それらをさらに複雑に組み合わせて

できた組織機構 (organization structure) 

と， その前提となっている組織原則 (princi-

pies of organization) にもとづいているは

ずである。このため意志決定問題を論じようと

思えば，これらを十分に考慮に入れておかなけ

ればならない。このような意味から，現在，も

っとも代表的な組織形態とされているライン・

スタッフ組織と，それを維持するに欠かせない

組織原則について簡単に考察しておこう 15)0 

周知のように，ライン・スタッフ組織は，今

世紀初頭，フランスの炭坑経営者フェイヨール

(H. Fayol) によって提起された諸原則にもと

づき，その後，多くの研究者たちの努力を経て

確立されたものである。それは企業経営に必要

な多くの仕事を集約して製造・研究・購買・技

術•生産・検査・人事・財務・庶務・販売など

に大分類し（職能分割の原則）， それぞれを担

当する部門を作り （部門化原則）， 主として製

造部門をライン部門とし，他を社長を補佐する

スタッフ部門として編成されるものである。

この組織形態では，上位者・下位者間の関係

（垂直関係）は権限関係と呼ばれ，権限 (au-

thority)は直接の上司から下位者に委譲され

るものとされ，それに応じて下位者はその上司

14) 北原貞輔〔且〕， 205,_,206ページ。
15) H. Koontz & C. O'Donnell (16〕， 高宮晋

〔26〕などによる。
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(i) (ii) 

図2 組織システムの 3形態
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図3 図 2のシステムの信頼性

(ivは2つの 2要素からなる連鎖的共同決
定システムの信頼性（後述）を示す。 ） 

(iii) 

・従業員に委譲され， ここに権限

の階層構造 (hierarchy) が確立

されてくる（権限階層の原則）。

けれども上司から委譲された権

限の一部を部下に委譲したとして

も，責任はその上司に対するもの

であるから，これを委譲すること

はできない（責任絶対の原則）。

また， これらの諸原則のもとで

は， いかに地位が高いといって

も，直接の部下以外に対する指

示・命令権限はない（命令統一の

原則）。

に対して責任 (responsibility) をもたなけれ

ばならない。 これがいわゆる権限委譲 (dele-

gation of authority) の原則であって， ライ

ン・スタッフ組織維持のもっとも基本となる原

則である。

企業は多数の職員から構成されている。この

ため，たとえば社長から権限を委譲された部長

はその一部を課長に委譲するというように，上

位者から委譲された権限は，順次，下部管理者

権限は，クーンッ・オドンネル

によれば， “権限委譲者の認める

方法で仕事を実行する権利”と解

釈され， ライン・スタッフ組織で

は，それは上記のように上位者・

下位者間に存在するものと規定さ

れている。そして部門間には権限

関係は認められない。これを認め

れば命令統一の原則は成り立たな

くなるであろう。また，スタッフ

部門は， ライン部門の業務を促進

するための助言機能をもつものと

されているが，当然のことなが

ら，他の部門に対する指示・管理権限はない。

問題となるのは，具体的業務が水平・斜め方

向の組織システム活動を必要とすることであ

る。これまでの理論でも，これらの仕事関係を

職能関係と呼んで一応重視しているものの，権

限・責任関係で結合される垂直組織システムが

より重視されることは否めない。

しかも前記の諸原則は，上司は彼のもつ権限

の範囲内では，部下に比してすべての面で優れ
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ている，あるいは権限を発揮できる力を保持し

ているという前提に立つものと解釈することが

できる。権限委譲の原則・命令統一の原則・責

任絶対の原則などが，それを暗黙に物語るもの

である 16》O

以上のようなことから，ライン・スタッフ組

織を対し， それは“部門目的優先・全体軽視”

の権力維持を主目的にした組織形態であるとす

る批判を否定することは困難である 17)。

技術が極度に進歩し，教育水準の向上した今

日，ある種の問題については下部従業員により

優れた知識の所持者がいるのが普通であり，内

外の環境変化にもとづく最新情報の所持者もま

たそうである。そして彼らのなかには，部門を

横切って成り立つ職能的水平システム活動の主

役になっている者も多い。しかもその活動が，

垂直組織システムからの要求活動と一致しない

こともしばしばである。

このようなことから，従来の組織理論に忠実

な下部職員の場合は，彼らの意志が上層部に反

映されにくいだけでなく，職能的水平システム

の合理性と垂直組織システムの合理性の矛盾解

決をせまられ，ついには上位者の権力に圧倒さ

れて前者の合理性を無視せざるをえなくなり，

参加・協働の意志を失わせられることもある。

システム活動の成果は，それを構成するシス

テム要素の活動成果の和ではなく，そのために

16) これらは，いわゆる経済人 (economicman) 

の仮説を基礎とするものと考えられるが，そこに
は当時の社会環境が反映されている。

17) P. F. Druck紅〔8〕,p.206,邦訳（下）， 22

ページ。
また，ウェーバーは，現在のライン・スタッフ

組織形態を権力機構として最適と評価するが，内
外環境の大きな変化のなかにあって，従業員を人
間として取り扱い，有効・能率的な生産・販売を
目的とする企業にとっては，それが必ずしも最適
とはいえない。 M.Weber〔紅〕。

こそ， システム活動ないしは組織活動が重視さ

れるはずである。それにもかかわらず，従来の

組織理論は，さきに述べた諸原則からも理解さ

れるように，必ずしもその考え方を十分に取り

入れたものにはなっていない。これが上記のよ

うな問題を引き起こす最大原因の 1つである。

企業は，いかなる方向に成り立つシステムであ

っても，その存在を必要とするかぎり，その合

理的行動を確保するようにしなければならな

い。

加えてこれら多数のサブシステムは，相互に

縦横に交錯して成り立っている。たとえば生産

に関与する従業員が，同時に製品品質や原価に

も関心をもち，関連部門と協働するのはその例

である。そこには生産システム・品質管理シス

テム・原価管理システムの交錯現象がみられ

る。企業活動の成果は，それら多数のサプシス

テムを統合した多次元システム(multi-dimen-

sional system)活動の結果とみなければなら

ない18)0 

しかも各従業員は，それらのシステム上で活

動する“物質とは異なる人間性を所持するシス

テム要素”である。行動科学が重視される理由

もここにあるが，そうであるからこそ，合理性

の矛盾を内包したり，従業員に参加・協働の意

志を失わせるような組織理論・組織原則はもと

より，それにもとづく経営姿勢が再考されるべ

きことは当然であろう。

18) 企業組織を，複合システム・複合組織，多重｝レ
ープのシステム， くもの巣状のシステム，多階層
システムなどと表現していることもあるが，より
厳密には，（多段的）多次元システムというべき
であろう。 C.I. Barna団〔5〕， J.W. For-
rest紅〔9〕,M.D. Mesarovic, D. Macko 

& Y. Takahara〔れ〕， F.W. Shull 〔糾〕，
p. 65, 北原貞輔〔且〕， 147ページ， W. C. 
Goggin〔印〕， F.E. Kast & J. E. Rosenz-

weig〔認〕，などを参照のこと。
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、しかし，それと同時に，各種システム上の従

業員の職能的意志決定をいかに尊重していく

か，多くの欠点をもち，失敗を皆無と考えるこ

とのできない人間の意志決定をいかにしてより

正しいものに近づけるか，そして，それを通じ

て各種サブシステムの意志決定をいかに正しい

ものにするかは，健全な企業活動にとって必要

不可欠の基礎的要件となろう。

4. 共同決定とその特徴

4.1． 単純共同決定

従来の組織理論にみられる組織形態は，それ

を維持するための諸原則からみて，命令⇔報告

を通じた垂直組織上の上司と部下という個人の

連結を基本とするものと考えられるが，それは

さらに意志決定という観点からみれば，個人を

システム要素とみたときの個人の連結にもとづ

く垂寵組織システムにそった意志決定の連鎖と

なる。

前記した図 2のiとiiは，以上のような個人

の連結の基本型であり， iiiはその変形である

が，ライン・スタッフ組織は，前記の組織原則

にもとづき，それらをかなり複雑に組み合わせ

て構成されている。しかもさきに指摘したよう

に，その思考の根底には，暗々裡のなかに，上

司は彼の権限の範囲内では部下に比してすべて

の面で優れているという前提条件があった。こ

れを“上司万能”の条件ということにすれば，

さきにシステム連結の比較に際して設定した

“上司は部下の報告情報について正しい判別能

力をもつ”という並列条件皿は，まさにこれを

意味するものと考えてよい。このためこの条件

下での並列情報システムは， “上司万能”の条

件下での並列組織システムといい代えることも

できよう。

第 47巻第 2.3号

ところが，最近になって，たとえば一般従業

員が，それぞれの情報をもちよって共同討議を

行ない，その結果を上司に報告するというよう

な“共同討議形態”が重視されてきた。それは

もっとも単純ではあるが， もっとも代表的な

共同（意志）決定である。 これを単純共同決

定 (simplegroup decision) と名づけてお

こう。

そこでもし，この共同討議過程になんらの政

治的・情緒的外的作用が加わらず，真の討議が

行なわれるとすれば， もちよった情報のなかで

もっとも正しい情報が採択され，処理されると

仮定することができよう。その信頼性は，参加

する人たちのなかのだれか 1人さえが過ちをお

かさなければよい確率に等しい。したがって共

同討議は，上司の判別機能に信頼がおけると仮

定したときの並列システムに同等の，もっとも

高い信頼性をもつ組織システムとなる。

共同決定は，それが純粋に活用さ

命題6. iれるとき，上司万能の並列連結に

等しい信頼性をもつ。

けれども共同決定は，組織形態上，きわめて

類似しているものの，並列システムと全く同じ

ではない。図 4のaは並列システムの例であ

る。このシステム上の上司Hは，並列要素から

の情報を選択・採用するが，われわれは並列条

件皿の仮定をおき， Hはもっとも正しい情報を

採択可能とした。そしてこの条件皿は，上司万

能の仮定に一致することを指摘した。

0-0-0-0 

(a) (b) 

図4 並列システムと共同決定
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他方， 図の bは共同決定を表わすものであ

る。われわれは，そこでは真の討議が行なわれ

るという仮定をおき，各人のもつ情報のなかで

もっとも正しいものが選択・処理されて上司に

報告されるとした。

したがって，並列システム aにおける上司H

の情報選択過程には，自動的に bにおける共同

討議過程に類似のプロセスが含まれていること

になる。共同決定が，並列条件IlIのもとでの並

列システムと同等の組織システムになる，ある

いは等しい信頼性をもつという意味は，以上を

含んでのものである。

なお，共同討議結果を受け入れた上司が，自

己の経験や能力にもとづき，受理した情報を修

正可能であるということはもちろんであるが，

それは並列システムにおいても全く同様であ

る。

教育水準が向上し，技術が極度に分化・発展

した今日では， 1人の長に並列される直列シス

テムは，一般に，かなり異なった技術・職場環境

下にあると考えなければならず，このため同一

問題についても，それぞれ異なった情報を入手

し，異なった解釈・処理をするはずである。上

司のもつ情報判別能力とは，現代では，たんに

それらのシステムからの情報の正誤を判別・採

択するだけではなく，それらを統合して活用す

ることまでも含むものでなければならない。

技術・教育水準が低く，市場規模もさして大

きくない古い時代には，上司のもつ判別能力

は，その言葉のままの判別能力と解釈しても十

分であったろうし，たとえ統合能力を求められ

るにしても，その能力を上司に期待できたかも

知れない。しかし，いまではそれを期待するこ

とはほとんど不可能に近い。共同決定は，上司

に要求されるこの統合能力を高めるためにも大

きな効果をもつはずである。

また，共同討議は，一般従業員に対して経営

参加感情を植えつけ，協働経営意識を育てると

同時に19), その討議を経て他の専門分野に関す

る知識を与え，より広い視野をもつようにして

くれるという特徴をもつものである。以上の諸

点を考慮するとき，いかに信頼性モデル上で同

ー結果がえられるといっても，それを安易に並

列システムと同一視することはできない。むし

ろ共同決定が，はるかに信頼性を高めることに

なる場合もあろう。

けれども共同決定は，それが共同討議のなか

からの決定であるだけに，それにはかなりの時

間を必要とする。さらに共同討議では，独創性

の高い少数意見に比して安全性の高い平凡な意

見が大勢を占め，あるいは平均化された決定に

終わる可能性をもっている。

また，現実には，たとえば自動化ラインでト

ラブルが発生した場合や，最終的な販売交渉の

場などのように，即時的意志決定を避けえない

ときもある。これに対し，研究を含む問題や人

事関係，長期計画の作成などのように，必ずし

も即時的意志決定を必要とせず，むしろ多数の

意見を徴するほうが好ましい場合もある。

従来の組織原則・組織形態では，たしかに明

示されてはいないが，末端管理者から社長にい

たる全管理者に万能性の仮定がおかれていると

みなければならず，それは即時的意志決定には

好都合であろう。しかし実際には，即時的意志

決定を必要とする管理者もいれば，共同討議の

活用が好ましい立場の管理者もいる。それもい

ずれか一方に片寄ったものではなく，いかなる

立場，いかなる環境にいるかで，比較的に即時

19) R. Likert〔⑲〕， E.P. Torrance 〔即〕，そ

の他，この種の研究は数多く発表されている。
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的意志決定を必要とする問題を多くもつかどう

かに差があるということである。これらの諸点

を十分に考慮して活用すれば，共同決定は，そ

の特徴を十分に発揮するものと思われる。

4. 2. 連鎖的共同決定

前記のような特徴をもつ単純共同決定に対

し，以下のような共同決定の連鎖形態を考える

こともできる。その第 1は，たとえば市場情勢

に関して一般従業員が集まって討議し（第 1段

階），その結果を上司の集りに報告し，そこで

再度討議され（第 2段階）， その結果がさらに

その上司に報告されるというタイプ（図 5の

b)である。それは明らかに， 2つの単純共同

決定の直列連結になっている。これをタイプ 1

の連鎖的共同決定と呼ぶことにしておこう。

単純共同決定は，信頼性の面からいえば，そ

れに参加する人員数に等しい並列要素をもつ並

列システムと同等である（命題 6)。 したがっ

て，上記のシステムは並列システムの直列連結

とみることもでき，それを通じで情報受理者の

受けとる情報の信頼性は，当然のことながら，

直列システムと並列システムの中間の値をと

る。しかも直列システムの並列連結に比してや

や高い値をとる（図 3のiv参照）ことがたしか

められる。

命題7.

共同決定の直列連結では，その信

頼性は並列システムの直列連結に

等しく，直列システムの並列連結

より若干高い値をとる。

さきに命題 6に関して説明したように，並列

システムは部下からえられる情報の選択能力を

もつ上司を含めて成り立つのに対して，共向決

定は， すでにそのなかに選択過程を含んでい

る。このため信頼性の計算上は，共同決定の直

第 47巻第 2• 3号

列連結を並列システムの直列連結と同等とみる

ことができるにしても，組織形態からは，この

二者を同等とみることはできない（図4, 5を

比較参照のこと）。

連鎖的共同決定の第 2のタイプは，第 1段階

の共同討議結果を直接の上司が受理し，同レベ

ルの上司が数人集まって共同討議を行ない（第

2段階），その結果をより上位の上司に報告す

るような場合である。それは第 1段階での複数

の共同討議形態を，それぞれの上司を通じて第

2段階の共同討議形態に連結した“並列連結を

含む共同意志決定の連鎖形態”となる。これが

図5のCに示してある。

このときは，上司 H1,H2が，いずれも受理

した情報をみずからなんらかの処理をしたうえ

で共同討議に参加するか，受理した情報をその

ままもちよるかで 2つの途が生じる。図は後者

の場合を示したものである。

また，第 1段階の共同討議結果を受理した上

司が，第 2段階の共同討議を行なわず，直接，

上司に報告する場合が図 5, dの例である。も

ちろん，これは連鎖的共同決定に含めるべきも

のとはいえず，単純共同決定の組合せ型とみる

べきものであるが， cと比較するために示して

おいた。

ところがさきに述べたライン・スタッフ組織

形態では，数人の集団（係や課，部など）には

必ず管理者（係長，課長，部長など）がいるか

ら，図 5のc, dに比してbの適用は困難であ

ろう。これに対し，後述する水平組織システム

では， c, dに比して bがはるかに有効とな

る。なお，図 5には，比較のために aに単純共

同決定例が示してある。

そこで，図 5に示した各システムの信頼性に

ついて考察してみよう。図の bは共同決定の直
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H 

0-0-0-0ゴ

(a) 

(b) 

(d) 

(c) 

図 5 共同決定システムの例

列連結であるが，それは信頼性の面では，並列

システムの直列連結に相当する （命題 7)。 こ

れに対し， C はそのなかに共同決定の並列部分

を含んでいるため，宜列，並列連結の信頼性の

相違から， C の信頼性は bのそれより高くな

る。

これをさらに厳密に考察すると，命題 6が成

り立つかぎり， システム Cは，第 1段階におけ

る2組の共同決定要素を 1つにまとめてできた

4要素の共同決定を，その上位の 2要素の共同

決定に直列に連結した図 6のシステムと同等に

なることがたしかめられる。 Cは明らかに bの

変型である。このため信頼性の計算上は， bを

連鎖的共同決定の基本型とみることもできよ

う。

0-0 

0-0-C心

図6 図5, Cの変型

他方， 図5のdは， 2人の中間管理者 H19

H2のもとでは共同決定が行なわれるものの，

それ以上では，直列システムの並列連結になる

タイプである。最上位のHに直接・間接に連結

される要素が6,共同決定要素が2という図 5

のような特殊条件下では， dの信頼性は， H,
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H1, H2に万能性の仮定（並列条件IIl)をおく 第 2回目を最終決定とすれば，余裕期間中に追

とき， bとCの中間の値となる。 加情報をえたり，再考察することもでき，より

以上では，きわめて簡単なシステム・モデル 信頼性の高い意志決定が可能になるはずであ

を取りあげたにすぎない。しかし，これらの説 る。

明から理解されることは，いかなるシステムに 単純共同決定は多くの企業で，現実に垂直

ついても 機構内にかなり頻繁に取り入れられている。ま

命題8.

システムを通じてえられる情報の

信頼性は，そのシステム内に直列

連結，並列連結をどのように取り

入れるかで決まる。

ということである。

これらのなかで，並列システムは，並列条件

mのもとではもっとも信頼性が高く，もっとも

優れた意志決定システムであるが，われわれは

共同決定が，これと同等の意志決定システムと

なることを認識する必要がある。要は，それを

いかなる場で，いかなる問題に関して適用する

か，それがもつ高い信頼性を維持するための条

件をいかに確保するかであろう。

たとえばある課長が，自己の管理下にある 1

つのシステムからえられる情報に関し，並列に

並んだ他の業務担当システムの意見を求めると

すれば，それは共同決定とはいかないまでも並

列システムの活用に相当するであろう。また，

前者からの報告を受けるとき，後者を同席させ

て発言を許せば，それは共同決定に近いものと

なろう。いずれも信頼性を高める手段となる。

なお，最終決定までに十分の時間的余裕があ

るとき，“共同決定の繰返し”が， かなり有効

な意志決定システムとなることも知っておく必

要がある。それはさきに直列システムの繰返

しが並列連結と同等の価値をもつことを指摘し

たが（命題 5)，この場合も全く同様である。

とくに初回の共同決定を“仮りの決定”とし，

た，労務・人事問題など， きわめて複雑な問題

については，それに携わる下部職員の共同討議

結果を上司がもちよって討議している例はしば

しば見受けられることである。明確に意識され

てはいないにしても，そこには連鎖的共同決定

がみられる。技術の進歩・社会の複雑化のなか

にある企業にとって，共同決定システムのより

積極的な導入が必要と思われる。

4. 3. 水平組組システム上の連鎖的共同決定

これまでに説明した共同決定では，われわれ

は意識的にそのメンバーに上司を含めなかっ

た。その理由の第 1は，地位の異なる人を含む

共同討議は，地位にもとづく影響力が作用し，

公正という面で難点をもつからであり，第 2の

理由は，前記の例はすべて垂直組織システムに

そった共同決定であったが， この考え方は，水

平方向・斜め方向の組織システムに関しても成

り立つからである。

とくに水平・斜め方向の組織システム内の連

鎖的共同決定は，ある意味で日本的経営の 1つ

の大きな特色と考えることもできる。それは垂

直組織重視の従来の組織理論の立場からみれ

ば，むしろ“あいまいさの導入”と批判される

かも知れない。それは権限委譲の原則，命令統

ーの原則などと相入れない性質をもっているか

らである。

けれどもそれは企業組織を一次元的にみたと

きの見解であって， むしろその“あいまいさ”

のなかに，無意識ながらも“多次元システム思
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考”が含まれていることを見落してはならな

ぃ。そして現実の企業が，従来の組織理論・組

織原則から大きく脱皮し，水平方向・斜め方向

の組織システム活動重視の経営に移行している

こと，あるいは移行しつつあることを認識すべ

きであろう 20)0 

システム思考 (systemthinking)は， シス

テム構成要素を固定せず，また，考察対象シス

テムをいかなる視点に立って観察するかで多次

元的観察を認めつつ，全体重視の立場に立つも

のである。それはさらに言葉を代えていえば，

個 (part)やサブシステム (subsystem)の特

徴を生かしつつ， それらを機能的に (funct-

ionally) いかに全体 (whole) に統合する

(integrate)かにシステム思考の特徴があると

いってもよい。

このような観点に立つとき，垂直組織システ

ムと水平組織システムとは，それぞれ異なった

視点にもとづくシステム（異なった性質のシス

テム，異なった職能にもとづくシステム）とみ

なければならない。従来の組織理論でも，これ

らを視点を変えて権限関係，職能関係と呼んで

区別していることはたしかである。けれども権

限は責任をともなうものであるから，両者の区

別には初めから比重がつけられていることにな

る。このため水平組織システムに比して垂直組

織システムが重視され，それがひいては水平組

織システムを分断する結果になるのは避けえな

いことであろう。

システムはたんなる部分の寄せ集めではな

く，それを分断すればシステム活動の意味はな

い。その存在・必要性を認めるかぎり，それを

20) 物流システム重視の主張や標準化運動の進展な
どは，これを物語るなによりの例である。とくに

後者では，垂直方向以外の権限の流れを認めてい
ることを知るべきである（日本工業標準）。

分断するような方策はとるべきでなく，そのシ

ステムのもつ合理性をいかに確保し，あるいは

保証するかを考えなければならない。要は，そ

れが全体的合理性を前提とした合理性に立つも

のでなければならないということである。

ライン・スタッフ組織機構では，水平方向の

組織システム上には，垂直組織システムとは異

なって，いわゆる“万能型”の上司は存在しな

ぃ。それでも垂直組織システム上の上司に“万

能性”を仮定し，部分の最適化は全体の最適化

に一致するという “加算原理”を仮定できれ

ば，部門目的にそった部門の最適化努力で，水

平組織システムのもつ全体的合理性を確保でき

るかも知れない。

問題は，この 2つの仮定があまりにも非現実

的・非科学的ということである。このため筆者

は，根限多次元組織論を提示し，各サブシステ

ムにそれ独自の合理性にもとづく行動権限を認

めるとともに，そのシステム内に調整・管理権

限をもつ部門の設置を主張した21)。もちろん，

その調整・管理権限は，部門間調整という意味

で大綱的見地からのものである。きわめて類似

の見解が，ローレンスとローシュ，ゴーギンら

の主張のなかにも発見される22)0 

ここではこれらに関する説明をするのが目的

ではないが，水平・斜め方向の組織システムに

ついても，それがもつ合理性にもとづいて運用

されるべきものとしても異論はあるまい。たと

えば生産，販売活動を 1つのシステム活動とし

て重視し，それを合理的に運用すべきであると

21) 北原貞輔〔且〕，〔15〕。
22) P. R. Lawrence & J. W. Lorsch〔認〕， w.

C. Goggin 〔印〕。筆者の見解の彼らの主張との

最大の相違は，権限の分析をもとに“権限多次
元”を明示していることである。北原貞輔〔14〕，
〔15〕。
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するのはその例である。このとき，従来の組織

理論にいう組織原則・組織機構を見直さざるを

えないことについては議論の余地もあるまい

23)。とくに垂直組織システムとは異なって，“万

能型”のシステム要素をもたない水平組織シス

テムでは，調整・管理権限をもつ特定部門の設

置は不可欠と思われる。

さらにまた，垂直組織システムが“万能性”

を仮定できる係長・課長・部長などのいわゆる

管理者を保持するのに対し，水平組織システム

上にはこれを仮定することさえもできない。タ

イプ 1の連鎖的共同決定は，そのなかで活用で

きる， しかももっとも信頼性の高い意志決定シ

ステムであり，日本的経営にみられるもっとも

特徴的な意志決定システムの 1つである。

日本企業における品質管理が，画期的な発展

を遂げて世界の注目を集めていることは説明の

要もあるまい。それはたしかに統計技術という

経営上の重要武器の導入とその完全消化に負う

ところが大であるが，その発展の基礎に，全従

業員による組織活動重視の側面をもつことを見

落してはならず，そのなかでも，サークル活動

を通じた組織活動は特筆されるべきものであ

る。要は，それがたんに垂直方向だけでなく，

水平・斜め方向をも含めて成り立つ連鎖的共同

決定システム活動になっている，あるいはなり

うることに対する理解である。

リッカートは，実証的研究を通じ，主として

垂直方向に関し，共同決定が，従業員の参加意

識を高め，高業績に結びつくことを指摘した24)0 

23) タイルズは従来の組織理論・組織形態を批判
し，それは“たんなる偶然的進化過程の結果で…
……”という。 S.Tilles ⑫9〕。 とくにローレ
ンス・ローシュやゴーギンらの見解と対比して考
察すれば，その意味の深さが理解できよう。

24) R. Likeヰ〔19〕。

第 47巻第 2• 3号

もちろん，このほかにも多くの社会学者・社会

心理学者の研究がある。共同決定は， たしか

に行動科学的観点からみて大きな成果を期待で

きるであろう。 しかし， さらに信頼性の面か

らみても大きな特徴をもつことを知るべきであ

る。

5. おわりに

経営最上層部の意志決定機会への労働側代表

の参加という意味の共同決定も，また，委員会

という名をもつ共同決定も，それはそれなりに

意味があり，大きな価値をもつことを否定する

必要はない。けれども，それにもまして連鎖的

共同決定を通じた一般従業員の経営参加は，た

んに垂直方向だけでなく，あらゆる方向に成り

立ち， しかも直接に自己の業務を通じた経営参

加であり，日常的かつ継続的なため，みずから

参加感情を実感として把振できるというきわめ

て大きな特徴をもつものである。

われわれは，企業を含むあらゆる組織体が複

合組織， したがって多次元システムであること

を認識し，そのシステム上の行動とそれにとも

なう権限を認めるとともに，調整や管理が，そ

のシステム上の行動に関して成り立つことを理

解しなければならない。そして問題によって，

あるいはシステムの性格によっては，そのなか

に連鎖的共同決定を取り入れるべきであろう。

それがより合理的，あるいは信頼性の高いシス

テム活動を導き，従業員の参加意識を高め，能

率性・有効性の確保にも通じよう。
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